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東京圏における 1990年代以降の住み替え行動∗
－「住宅需要実態調査」を用いた住み替え行動関数のロジット分析－

小林庸平†・ 行武憲史‡

概要

住宅および住環境は、人々の生活の豊かさを決める主要な要素であり、どういった要因が住

み替え行動に影響を与えているかを明らかにすることは、今後の政策・制度設計を行う上で重

要なことである。

日本では、バブルの発生・崩壊からその後の経済停滞期において、地価や金利、所得など経

済環境が大きく変化したため、従来から言われてきた住宅双六すなわち「借家→持家マンショ

ン→持家戸建」といった住み替えのステップアップは崩壊し、双六の「あがり」が多様化した

とも言われている。本稿では、平成 5・10・15 年「住宅需要実態調査」の個票データを用い

て、バブル崩壊以後の東京圏における住み替え行動を実証的に明らかにする。実際には、住み

替え選択、所有選択、居住地選択という 3つの選択の同時性を考慮した居住選択行動の分析を

行う。居住選択行動の分析に際しては、条件付きロジットモデルに加えて、IIA条件を緩和で

きかつ選択肢間の相関についての分析が可能なMixed Logitモデルによる分析を行っている。

ロジットモデルの推定結果とそれを利用した世帯類型別の分析結果から、経済・社会環境の

変化に応じて、住み替え確率や各変数の推定値は変化するものの、いわゆる住宅双六は依然と

して存在していることが確認された。ただし、住み替え確率に対して世帯変動の影響が極めて

強いことにより、わが国において一層の世帯規模の減少と高齢化の進行が予想される将来では、

住宅双六が存続されるとは限らない。
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1 分析の目的

住宅および住環境は、人々の生活の豊かさを決める主要な要素であり、どういった要因が住み替

え行動に影響を与えるているかを明らかにすることは、今後の政策・制度設計を行う上で重要なこ

とである。

日本の住み替えは、いわゆる住宅双六*1と呼ばれる住み替え行動が一般的であったとされてい

る。住宅双六とは、「借家→持家マンション→持家一戸建」といった住み替えのステップアップを

表現している。海外でも、 Ortalo-Magne and Rady [2006] が、はじめに最低限の一次取得用住

宅（starter homes）を購入し、そのキャピタルゲインを持って二次取得用住宅 (trade-up homes)

を購入するという、住宅双六に類する住み替え行動を、ライフサイクルモデルによって理論的に示

している。また、 Clark et al. [2003] や Banks et al. [2002] は、アメリカとイギリスにおいて、

Ortalo-Magne and Rady [2006]の理論モデルで示される住み替え行動が実証的にも表れているこ

とを報告している。

日本では、バブルの発生・崩壊からその後の経済停滞期において、地価や金利、所得など経済環

境が大きく変化したため、住宅双六は崩壊し、双六の「あがり」が多様化したとも言われている。

本稿では、平成 5・10・15年「住宅需要実態調査」の個票データを用いて、バブル崩壊以後の東京

圏における住み替え行動を実証的に明らかにする。実際には、住み替え選択、所有選択、居住地選

択という 3つの選択の同時性を考慮した居住選択行動の分析を行う。居住選択行動の分析に際して

は、条件付きロジットモデルに加えて、IIA条件を緩和できかつ選択肢間の相関についての分析が

可能なMixed Logitモデルによる分析を行っている。

分析結果から、住み替え行動は経済・社会環境に応じて変化しているが、いわゆる住宅双六は依

然として存在することが確認された。ただし、住み替え確率に対して世帯変動の影響が極めて強い

ことにより、わが国において一層の世帯規模の減少と高齢化の進行が予想される将来では、住宅双

六が存続されるとは限らない。

本稿の構成は以下のとおりである。まず、次節では住み替えについての先行研究のサーベイを行

い、3節では推定の基礎となるモデルを示している。4節では使用するデータと変数についての説

明を行い、5節ではMixed Logitモデルによる各調査年の推定結果と限界効果を示している。6節

では 5 節で得られた条件付きロジットモデルおよび Mixed Logit モデルの推定結果を利用して、

世帯類型別の住み替え行動を分析しており、7節は結語である。

2 先行研究

住み替えを理論的に分析した研究として、 Zorn [1988, 1989]がある。 Zorn [1988, 1989] は家

計の動学的最適化問題から、住み替えと所有形態の同時選択モデルを構築しており、同時に実証分

*1 住宅双六とは、京都大学助教授（当時）の上田篤氏が 1973年に発表した造語であり、ライフサイクルにしたがって
特徴的な居住選択の様子が示され、庭付き郊外一戸建てを頂点とするコースが設定されている。
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析も行っている。また、 Hardman and Ioannides [1995]は、世代重複モデルを用いて、移動費用

や利子率が住み替え行動に与える影響を理論的に明らかにしている。 Pickles and Davies [1991]

は転居行動を理論的に分析している。

住み替えを実証的に分析した研究としては、前述の Zorn [1988, 1989]に加えて、Boehm [1981]

および Boehm et al. [1991]がある。 Boehm [1981]および Boehm et al. [1991]は、現在の所有

形態と住み替え計画が同時決定されることを想定し、実証分析を行っている。 Davies and Pickles

[1991]は Pickles and Davies [1991]の理論的枠組みを用いて、イギリスのデータを使用して実証

分析している。

日本については、瀬古による一連の研究（ 瀬古 [1994, 1995, 2001, 2003]）がある。 瀬古 [1995]

は Zorn [1988, 1989] のモデルを現在・将来の住み替えおよび現在の居住形態・居住地選択を同

時決定するモデルに拡張し、多項ロジットモデルを用いて分析をしている。分析結果から、 瀬古

[1995]は市場の不完全性をあらわす移動費用が、住み替えに対して有意にマイナスで推定されてい

るため、不完全な市場や持家処分費用の大きさなどが日本の住み替えを妨げていることを明らかに

している。また、 Seko and Sumita [2007]は、KHPS（Keio Household Panel Survey）を用い

て、ハザード分析による転居阻害要因を明らかにしている。Börsch-Supan et al. [2001]では、ド

イツと日本のデータを用いて、両国の住宅需要の違いを暗黙裡に仮定するために、テニュア・チョ

イスと建て方の同時決定を選択肢とする Mixed Logit モデルを用いた分析を行っている。 Seko

and Sumita [2007]は、持家からの転居では借り入れ金額の多い家計ほど転居が難しくなっている

ことと、借家からの転居では、現行の借地借家法が転居の阻害要因になっていることを明らかに

し、持家からの転居では借り入れ金額の多い家計ほど転居が難しくなっていることと、借家からの

転居では、現行の借地借家法が転居の阻害要因になっていることを明らかにしている。

このように、住宅双六を理論的に示した研究や日本の住み替え行動を実証的に分析した研究はあ

るが、住宅双六を実証的に分析した論文はないと考えられる。

3 推定モデル

3.1 推定モデル

本稿では、 Zorn [1988]や 瀬古 [1995]のモデルをベースに、家計が、住み替え-所有形態-居住

地選択の 3つの選択を同時に決定するモデルを想定する。家計は生涯の効用を最大化すると仮定す

る。このとき、住宅消費は住み替えによってのみ調整される。

効用は、住宅サービスフローとその他の財の消費によってもたらされると考える。また、毎期毎

期消費支出は一定で、恒常所得と等しいと仮定する。これらの仮定の下、家計の生涯の効用関数を

以下のように表す。

Uk (h0 (l0) , h1 (l1) , . . . , hN (lN ) , Q, d0, d1, . . . , dn; z) (1)

ここで、Uk(·) は k 番目の家計の生涯効用を表し、hn は n 番目に居住する住宅の住宅サービス

(n = 0, 1, . . . , N)で、それぞれ居住地 ln の関数である。また、Q、dn、z は、それぞれ、他の財や
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サービスの消費ベクトル、第 n番目の住宅の居住期間、世帯属性のベクトルを表す。

このとき、家計のそれぞれの期における予算制約は以下のように表される。

Wt + It = P q
t Qt +

[
ownnP own

t (ln) + (1− ownn)P rent
t (ln)

] · hn(ln) + MCn (2)

ここで、tは生涯におけるある時点を表す (t = 0, 1, · · · , T )。Wt は第 t期首の実物資産、It は第 t

期の実質所得、P q
t は第 t期のその他の財 Qの単位あたり実質価格、ownn は第 n番目の住宅の所

有形態、P own
t (ln)は居住地 ln における第 t期の単位あたり実質持家費用、P rent

t (ln)は居住地 ln

における第 t期の単位あたり実質借家費用である。

また、MCn は家計が第 n番目の住宅に住み替えするときのフローの移動費用である。

家計は、Qt、h1, . . . , hn、own1, . . . , ownn、d1, . . . , dn、l1, . . . , ln を予算制約（２）式の下で、

最適に選択することによって、生涯効用を最大化する。これらの変数は、全ての他の外生変数の関

数である。外生的な影響を考慮して、家計は毎期毎期この最大化を繰り返すと仮定する。

したがって、それぞれの家計は毎期毎期住み替え-所有形態-居住地選択に直面しているとこと

になる。本稿の実証研究では、それぞれの家計は ©1住み替えない、©2 23区内の持家に住み替え、

©3 23区外の持家に住み替え、©4 23区内の借家に住み替え、©5 23区外の借家に住み替えという 5つ

の選択肢に直面すると考える。家計は、それぞれの選択肢について間接効用関数を比較し、生涯の

効用が最も大きくなる選択肢を選ぶ。各選択肢の間接効用関数は以下のように表現される。なお、

ここでは居住期間 d は最適に決定されており所与と考える。また、P own
t および P rent

t の添え字

は、ctr が 23区内、subが 23区外の住宅費用を表す。

○ 選択肢 1（住み替えない）

V1

(
Wt, It, P

own
t (ln−1) or P rent

t (ln−1), hn−1, z
)

(3)

○ 選択肢 2（23区内の持家に住み替え）

V2 (Wt, It,MCn, P own
t·ctr(ln), z) (4)

○ 選択肢 3（23区外の持家に住み替え）

V3 (Wt, It,MCn, P own
t·sub(ln), z) (5)

○ 選択肢 4（23区内の借家に住み替え）

V4

(
Wt, It,MCn, P rent

t·ctr (ln), z
)

(6)

○ 選択肢 5（23区外の借家に住み替え）

V5

(
Wt, It,MCn, P rent

t·sub(ln), z
)

(7)
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3.2 条件付きロジットモデル（CLOGIT）

以上のような間接効用関数をベースに、条件付きロジットモデルによる推定モデルを構築してい

く。ここで、V̄jk を j 番目の選択肢を選択することで得られる効用の確定的な部分とし、j 番目の

選択肢を選択した k 番目の世帯の効用関数を、以下のように表す。

Vjk = V̄jk + εjk = Xjkβ + εjk (8)

ここで、εjk は、k 番目の世帯が j 番目の選択肢を選択したときの効用の確率項を表す。また、

Xjk は効用の確定項を構成する説明変数で、選択肢ごとに異なる変数と、世帯ごとに異なる変数の

両方を含む。β は Xjk に対応する係数パラメータベクトルである。間接効用の確定項は、住み替

え時点で居住する住宅の住宅サービス、選択肢の居住地、世帯属性、実物資産、所得、選択肢ごと

の実質住宅費用、そして移動費用に依存する。εjk が独立で同一の第 1種の極値分布に従うとする

と、k 番目の家計が j 番目の選択肢を選ぶ確率は、以下のようなロジット関数の形で表すことがで

きる。

Pj,k = P [Vjk ≥ Vlk, all l 6= j] =
expVjk∑5

n=1 expVnk

j = 1, 2, 3, 4, 5 (9)

ここで、Pj,k は、j 番目の選択肢が選ばれる確率を示している。

以下のような対数尤度関数を最大化することで、パラメータ β の推定値を得ることができる。

L = ln LK =
K∑

k=1

5∑

j=1

yjk lnPj,k

ここで、K は標本数を、yik は j 番目の選択肢を選択したときに１を示す２値変数である。

この条件付きロジットモデルでは、誤差項に独立で同一の極値分布に従うという仮定をおいて

いるため、選択確率の比率が、選択集合の他の選択肢の有無に関わらず一定であるという、IIA

（independence of irrelevant alternative）条件が必要である。これは選択肢間の代替性が比例的で

あることを示しており、柔軟な選択肢間の代替性パターンを表すことができない。そこで、本稿で

は次節で紹介するMixed Logitモデルを導入する。

3.3 Mixed Logitモデル

本稿では、異なる選択肢についての効用に相関を認める Error Component タイプの Mixed

Logitモデルを想定する。このとき、j 番目の選択肢を選択した k 番目の世帯の効用関数は、以下

のように表すことができる。

Vjk = V̄jk + µ′Djk + εjk (10)

ここで、µは確率項のベクトル（µ = (µ1, . . . , µI)、I はダミー変数の数）であり、Djk は選択肢間

の相関を示すダミー変数ベクトルである。右辺の第２項 µ′Djk は、効用の観測できない部分にお
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ける分散不均一性と選択肢間の相関を示す誤差項として解釈できる。このとき、２つの選択肢の選

択肢 j と lの間の効用の共分散は以下のように示される。

E ([µ′Djk + εjk][µ′Dlk + εlk]) = D′
jkV (µ)Dlk (11)

たとえ、確率項ベクトル µ の各要素が無相関、すなわち V (µ) が対角行列であったとしても、効

用の観測されない部分は選択肢間で相関する。このダミー変数 Dj は、入れ子型ロジットモデルに

おける入れ子構造に対応する Error Component 項として考えられ、本稿では、住み替えダミー

（D1
jk）、借家選択ダミー（D2

jk）、23区外選択ダミー（D3
jk）の３つのダミー変数を考慮する。した

がって、確率項のベクトル µは、V (µ)の対角要素 σi(i = 1, 2, 3)の 2乗根、すなわち標準偏差か

らなる３変数ベクトルといえる。このとき、i番目のダミー変数に対する２つの選択肢間の相関は、

２つの選択肢が同レベル入れ子構造 に存在するとき、以下のようになる。

E
([

µiD
i
jk + εjk

] [
µiD

i
lk + εlk

])
= E ([µi + εjk] [µi + εlk]) = σi (12)

(10)式の間接効用関数をベースにした選択確率は、µの分布を条件とした場合、以下のように表

現される。

Lj,k(µ)
exp(Vjk + µ′Djk)∑5

n=1 exp(Vnk + µ′Dnk)
j = 1, 2, 3, 4, 5 (13)

µの分布を条件としない場合、(13)式は µの確率密度関数について重み付けをし積分した方程

式で表される。

Pj,k =
∫

Lj,k(µ) · f(µ)dµ j = 1, 2, 3, 4, 5 (14)

ここで、f(µ)は、µの確率密度関数を表す。本稿では、µの分布を平均ゼロ、対角要素が σi で

ある分散 V (µ) をもつ正規分布であると仮定している。この選択確率は閉形式（closed form）では

ないので、推定にはシミュレーションを行う必要がある。密度関数 f(µ)から発生した µを µr と

表し、抽出の回数を Rとする。f(µ)から µr の抽出を行うことで、その µr の下での確率 Lj,k(µr)

が計算される。このシミュレーションによりもたらされた確率の平均値は、

P̂j,k =
1
R

R∑
r=1

Lj,k(µr) (15)

となり、この確率は真の確率 Pj,k の不偏推定量である。このときの対数尤度関数は、

L =
K∑

k=1

5∑

j=1

yjk ln P̂j,k

として与えられる。この対数尤度関数を最大にする β と σi が最尤推定量となる。本稿では 125回

のハルトンドローを行い*2、シミュレーションを行っている*3 。

*2 Bhat [2001]、 Train [2003]では、モンテカルロシミュレーションを用いた場合よりも、ハルトン・シークエンス
を用いた方が効率的であり、100回程度の抽出で十分安定した推定結果がもたらされることが示されている。

*3 本稿で使用したミックスト・ロジットは、カルフォルニア大学バークレイ校の Kenneth Trainによって提供されて
いる Gaussプログラムによって推定を行っている。
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4 分析に利用したデータと変数

分析には、国土交通省「住宅需要実態調査」の平成 5・10・15年の個票データを用いる。各デー

タは過去 5 年間の住み替え行動に関するアンケートである。そのため、平成 5 年調査の対象範囲

は平成元年～5年（1989年～1993年）、平成 10年調査の対象範囲は平成６年～10年（1994年～

1998年）、平成 15年調査の対象範囲は平成 11年～15年（1999年～2003年）となる。

「住宅需要実態調査」では、過去 5 年間における住み替え行動の有無や、個人属性（年齢、所

得、世帯人員など）、調査時点の住宅属性（広さ、居住地、所有形態など）、住み替える前の住宅属

性（広さ、居住地、所有形態など）について質問を行っている。これらのデータを利用して、東京

圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）の住み替え行動の要因分析を行う。

住み替え行動については、以下の 5パターンを想定する。居住地の選択肢については、様々な分

類が考えられるが、東京都下とその他３県はともにベッドタウンであり地域特性が非常に似通っ

ていること、東京 23区は東京駅から 15�圏内にほぼ納まることを考慮して「東京 23区と 23区

外」という分類を採用している。また、従前の所有形態が持家だったか借家だったかによって住み

替え行動は異なると考えられるため、従前の所有形態でサンプルを２つに分けて分析を行う*4。こ

のような標本の分割と分析に用いる変数が未回答の世帯を除外した結果、分析対象の世帯数は、平

成 5年度調査については、従前持家世帯が 7828、従前借家世帯が 5267、平成 10年度調査につい

ては、従前持家世帯が 7127、従前借家世帯が 4183、平成 15年度調査については、従前持家世帯

が 10474、従前借家世帯が 4741となった。

想定する住み替え行動 =





©1住み替えない
©2 23区内の持家に住み替え
©3 23区外の持家に住み替え
©4 23区内の借家に住み替え
©5 23区外の借家に住み替え

住み替え行動を決定する説明変数として、「従前住宅の床面積」「従前の世帯人員」「世帯主年齢」

「所得*5」「住み替え時点住宅価格（持家・借家）」「世帯人員の変動」「居住期間*6」を考慮する。「住

み替え時点住宅価格（持家・借家）」以外のデータは、「住宅需要実態調査」から入手が可能である。

ただし、所得については階級による設問であるため、中央値を採用している。

*4 平成 5年および 10年の「住宅需要実態調査」では、住み替えた世帯の従前の居住地に関する情報がない。そのため
本章の分析で取り扱うのは、事後的に東京圏に住んでいる世帯であることに注意が必要である。ただし、従前の居住
地に関する質問項目がある平成 15年の「住宅需要実態調査」を用いたところ、住み替えた世帯のうち、従前も東京
圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）に住んでいた世帯は約 85％であった。つまり、東京圏の住み替えの多く
は圏内移動あると考えられるため、本稿の分析結果は妥当性の高いものだと言える。

*5 Zorn [1988]では、資産変数と将来得るであろう所得の合計を用いて、恒常所得の変数を推計し、資産と所得の変数
に用いている。しかし、本分析ではデータの制約により現在所得（調査時点）の値を用いてその世帯の稼得能力の代
理変数としている

*6 移動費用については、残念ながら「住宅需要実態調査」では直接観察できない。そこで、ここでは Zorn [1988] 同
様、従前住宅の居住期間を移動費用の代理変数として捉え、分析に用いている。
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表 1 分析に用いた変数

変数名（単位） 出所

床面積 (m2) 「住宅需要実態調査」 5年前住居の床面積

世帯人員 (人) 「住宅需要実態調査」 5年前の世帯人数

年齢 (歳) 「住宅需要実態調査」 5年前の世帯主年齢

所得 (万円) 「住宅需要実態調査」 世帯全員の所得合計

世帯人員変動（人） 「住宅需要実態調査」 現在の世帯人員－従前の世帯人員

居住期間 (年) 「住宅需要実態調査」 5年前時点における居住住宅の居住期間

住宅費用 (円/m2) 持家フロー価格と借家価格（「小売物価統計調査」の借家家賃）の実質値を計算

表 2 持家フロー価格の計算方法

持家フロー価格 （©1利子率＋©2固定資産税実効税率＋©3減価償却率－©4住宅価格予想上昇率）
×©5持家単位価格

©1利子率 日本銀行「各種貸出金利等」住宅ローン金利（変動金利）の暦年平均値

©2固定資産税実効税率 （0.5×（©6固定資産税評価額／©7土地評価額）＋ 0.5× 0.7）× 0.014

©3減価償却率 木造：0.0255、非木造：0.1395とし、住宅需要実態調査の木造住宅数と非木造

住宅数の比率を用いて、加重平均した。

©4住宅価格予想上昇率 ©5の前年価格上昇率

©5持家単位価格 ©8建物 1m2価格0.5＋©9 1m2地価0.5

©6固定資産税評価額 総務省「固定資産の価格等の概要調書（土地、都道府県別表）」・東京都

「固定資産概要調書（東京都区別区）」の課税標準額（住宅地、法定免税点以上のもの）

©7土地評価額 内閣府「国民経済計算年報」土地および森林資産額の森林評価額（民有地）

※東京 23 区内の土地評価額は、「固定資産概要調書」の決定価格

(宅地、法定免税点以上のもの）の比率を用いて案分計算

©8建物 1m2 価格 「建築統計年報」居住専用住宅工事費予定額／居住専用住宅床面積

©9 1m2 地価 「地価公示」の平均値

（注）持家フロー価格の計算において、減価償却率を 0.5倍して計算をおこなっているが、これは土地を除い

た建物のみの減価償却を考慮するためである。

持家価格は、持家単位価格を利子率や固定資産実効税率などによって持家単位価格をフロー化し

たものを計算した。詳細な計算方法は表 2の通りである。借家価格には「小売物価統計調査」の借

家価格を用いた。

作成した名目住宅費用（持家価格と借家価格）を、物価指数を用いて実質化した。物価指数は次

のように作成した。まず「消費者物価統計年報」の消費者物価指数（全国、総合）を全国的な時系
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列物価指数とする。「消費者物価統計年報」には、全国を 100とした平均消費者物価地域差指数が

毎年掲載されている。この平均消費者物価地域差指数を 100で割り、全国を１とした指数に作り変

える。このようにして全国を１とした平均消費者物価地域差指数と消費者物価指数（全国、総合）

を掛け合わせることで、地域別の時系列消費者物価指数を作成した。

分析に使用したデータの標本サイズおよび基本統計量についてみていく。なお、平成 5年のデー

タで従前が借家世帯のサンプルについては、居住期間のデータが取れない。また、平成 15 年の

データで住み替えていないサンプルについては、従前の世帯人数データが取れないため世帯人員変

動が不明である。

まず、平成 5年データの特徴からみていくと、従前が持家の世帯と借家の世帯について比較する

と、床面積、世帯人員、世帯主年齢、所得は全て従前が持家世帯の方が高くなっている。

従前が持家世帯について詳細にみると、持家から持家に住み替える傾向があるのは、床面積が小

さい、世帯主年齢の高い、所得が多い、世帯人員変動が少ない世帯、居住期間が長いなどの特徴を

もつ世帯であることが分かる。また、世帯人員の多い世帯は、23区外への住み替えを行う傾向を

持っている。従前が借家の世帯についてみると、借家から持家に住み替える傾向があるのは、床面

積が大きい、世帯主年齢が若い、所得が高いなどの特徴を持つ世帯であることが確認できる。

つぎに、平成 10年データについて、持家世帯と借家世帯を比較すると、持家世帯ほど床面積が

大きく、世帯人員が多く、世帯主年齢が高く、所得が多く、居住期間が長いことが確認できる。従

前が持家世帯についてみると、持家から持家への住み替え傾向があるのは、床面積が小さい、世帯

主年齢が高い、所得が高い、世帯人員変動が小さい、居住期間が長いなどの特徴を持つ世帯であ

る。従前が借家世帯には、世帯人員が多く、世帯主年齢が高く、所得が高く、居住期間の長い世帯

ほど、持家に住み替える傾向を持つ。以上の特徴は、平成 5年データと同様である。

平成 15年のデータについても、おおむね平成 5年データや平成 10年データと同様の特徴を持っ

ている。顕著に異なっているのは、従前が持家世帯の所得についてである。平成 5・10年データで

は、所得の高い世帯ほど持家から持家への住み替える傾向を持っていた。しかし平成 15年データ

についてみると、所得の高い世帯ほど 23区内に住み替える傾向を持っている。
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表
3
基
本
統
計
量
（
平
成

5
年
「
住
宅
需
要
実
態
調
査
」）

従
前
持
家

デ
ー
タ
数

床
面
積

世
帯
人
員

世
帯
主
年
齢

所
得

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

7
0
5
5

1
0
0
.7

3
5
0
.6

2
3
.6

2
1
.4

5
5
0
.4

0
1
0
.6

9
7
9
1
.8

1
3
9
6
.7

4

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

1
1
5

8
9
.1

2
5
0
.0

8
3
.5

9
1
.4

0
4
9
.1

7
1
2
.1

3
9
1
1
.3

0
4
0
6
.4

8

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

4
4
3

8
9
.3

9
6
4
.2

2
3
.8

8
1
.3

5
4
5
.5

8
1
1
.0

2
8
9
6
.8

4
3
6
6
.3

6

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

6
8

1
0
8
.8

5
4
7
.5

1
3
.3

4
1
.3

5
3
8
.5

9
1
5
.3

3
6
4
6
.3

2
4
3
7
.8

8

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

1
4
7

1
0
6
.8

6
6
6
.1

5
3
.6

1
1
.4

2
3
6
.3

9
1
4
.1

1
5
8
5
.7

1
3
6
6
.4

4

合
計

7
8
2
8

1
0
0
.1

0
5
1
.8

7
3
.6

3
1
.4

4
4
9
.7

4
1
1
.1

1
7
9
4
.3

7
3
9
7
.2

1

従
前
持
家

世
帯
人
員
変
動

居
住
期
間

住
宅
費
用

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

-0
.0

7
0
.5

3
2
0
.2

7
1
5
.0

8
2
4
9
.0

5
1
0
9
.3

2

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

-0
.1

1
0
.5

3
2
4
.5

9
1
4
.9

0
3
7
4
.1

9
1
9
5
.6

9

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

0
.0

0
0
.7

2
1
8
.0

9
1
2
.6

4
1
8
7
.3

0
1
0
0
.3

3

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

-0
.9

9
1
.5

7
1
5
.0

7
1
0
.1

3
2
5
6
.2

0
7
.4

5

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

-1
.3

1
1
.6

3
1
4
.3

4
9
.3

1
1
7
5
.6

6
9
.1

3

合
計

-0
.1

0
0
.6

2
2
0
.0

5
1
4
.8

7
2
7
1
.1

1
1
2
7
.2

9

従
前
借
家

デ
ー
タ
数

床
面
積

世
帯
人
員

世
帯
主
年
齢

所
得

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

3
1
9
7

4
3
.2

1
3
3
.7

6
2
.7

0
1
.3

8
4
1
.3

7
1
3
.1

1
5
2
2
.3

8
3
0
3
.0

9

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

7
1

6
1
.2

3
5
3
.5

6
3
.2

1
1
.3

4
3
5
.8

7
1
0
.0

5
8
0
0
.7

0
3
4
6
.9

8

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

4
4
5

5
4
.3

9
3
0
.1

1
3
.4

4
1
.1

7
3
5
.5

9
8
.0

2
8
4
0
.4

5
3
0
5
.0

3

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

4
7
6

4
7
.1

4
4
2
.5

0
2
.4

0
1
.4

2
3
0
.0

2
1
1
.0

4
5
3
4
.1

4
3
4
1
.1

7

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

1
0
7
8

4
8
.2

3
4
5
.3

2
2
.5

4
1
.4

1
3
0
.7

6
1
1
.0

1
5
2
1
.4

3
2
8
3
.6

3

合
計

5
2
6
7

4
5
.7

8
3
7
.4

7
2
.7

1
1
.3

9
3
7
.6

1
1
3
.0

6
5
5
3
.8

7
3
1
7
.4

1

従
前
借
家

世
帯
人
員
変
動

居
住
期
間

住
宅
費
用

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

0
.0

0
0
.4

1
-

1
9
4
.8

6
3
7
.5

4

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

-0
.1

0
0
.9

3
-

5
5
8
.4

7
3
1
6
.7

3

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

0
.0

6
0
.7

9
-

2
2
7
.4

8
1
3
7
.8

0

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

-0
.2

7
1
.1

4
-

2
5
6
.8

9
7
.9

7

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

-0
.1

2
1
.0

9
-

1
7
3
.9

5
8
.7

1

合
計

-0
.0

4
0
.7

3
-

2
7
0
.0

2
1
5
9
.1

8

(注
)
従
前
が
借
家
世
帯
の
サ
ン
プ
ル
に
つ
い
て
は
、
居
住
期
間
の
デ
ー
タ
が
取
れ
な
い
。
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表
4
基
本
統
計
量
（
平
成

1
0
年
「
住
宅
需
要
実
態
調
査
」）

従
前
持
家

デ
ー
タ
数

床
面
積

世
帯
人
員

世
帯
主
年
齢

所
得

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

6
4
0
1

1
0
7
.7

7
5
1
.5

7
3
.4

5
1
.4

3
5
2
.5

6
1
1
.7

4
7
8
4
.8

1
4
4
6
.5

5

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

6
2

8
7
.5

5
4
3
.2

4
3
.1

9
1
.2

8
5
2
.0

5
1
2
.0

5
9
5
0
.0

0
4
9
0
.7

3

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

4
3
2

9
1
.5

6
5
2
.4

9
3
.6

0
1
.3

1
5
2
.1

4
1
1
.4

0
9
2
4
.8

8
4
5
7
.8

9

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

3
5

1
1
3
.6

0
7
4
.8

5
3
.6

0
1
.6

5
4
8
.3

7
1
0
.5

6
7
6
7
.1

4
5
6
9
.9

5

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

1
9
7

1
0
8
.4

1
5
5
.2

6
3
.7

1
1
.2

6
5
0
.9

4
1
0
.1

9
5
5
8
.6

3
3
7
9
.4

5

合
計

7
1
2
7

1
0
6
.6

6
5
1
.9

6
3
.4

6
1
.4

2
5
2
.4

7
1
1
.6

8
7
8
8
.4

0
4
4
9
.6

1

従
前
持
家

世
帯
人
員
変
動

居
住
期
間

住
宅
費
用

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

-0
.1

1
0
.5

6
2
0
.3

9
1
5
.6

2
1
7
8
.9

5
7
5
.4

5

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

0
.0

0
0
.4

4
2
4
.3

9
1
3
.5

4
4
6
7
.3

7
2
4
8
.6

3

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

-0
.0

2
0
.9

7
1
9
.3

3
1
1
.5

7
1
8
1
.7

8
5
4
.1

4

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

-1
.4

6
1
.9

9
1
5
.5

0
9
.8

7
2
7
2
.3

1
2
.6

1

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

-1
.4

5
1
.6

1
1
4
.6

3
9
.0

1
1
8
6
.7

1
2
.2

3

合
計

-0
.1

5
0
.7

0
2
0
.1

8
1
5
.2

5
2
3
8
.0

2
1
0
0
.3

8

従
前
借
家

デ
ー
タ
数

床
面
積

世
帯
人
員

世
帯
主
年
齢

所
得

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

2
2
6
7

4
9
.5

5
3
6
.5

4
2
.5

4
1
.3

7
4
4
.4

2
1
4
.3

3
5
3
6
.7

7
3
3
0
.8

7

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

6
8

5
9
.8

8
4
7
.0

2
3
.0

0
1
.3

0
4
2
.1

6
9
.9

2
8
7
9
.4

1
4
1
6
.9

2

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

2
8
9

6
3
.9

4
3
4
.1

2
3
.5

8
1
.2

5
4
2
.7

2
1
0
.1

9
8
5
1
.3

8
3
3
7
.7

0

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

2
8
5

4
3
.9

3
3
8
.8

1
2
.2

6
1
.4

5
3
8
.7

8
1
4
.1

4
5
5
4
.5

6
4
0
1
.4

2

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

1
2
7
4

5
2
.7

7
5
2
.2

8
2
.5

0
1
.4

9
3
8
.5

3
1
3
.0

7
5
1
3
.9

7
2
7
4
.4

2

合
計

4
1
8
3

5
1
.3

1
4
2
.3

2
2
.5

9
1
.4

4
4
2
.0

9
1
3
.9

0
5
5
8
.3

4
3
3
5
.1

3

従
前
借
家

世
帯
人
員
変
動

居
住
期
間

住
宅
費
用

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

-0
.0

4
0
.4

7
9
.8

2
1
0
.8

5
2
0
4
.7

1
3
3
.7

0

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

0
.2

4
0
.8

3
8
.4

6
6
.9

8
3
3
4
.9

0
1
6
9
.3

8

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

-0
.1

1
0
.9

4
9
.4

7
7
.6

4
1
4
5
.2

6
4
0
.2

8

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

-0
.2

5
1
.1

8
6
.9

2
7
.2

5
2
7
1
.9

7
2
.5

1

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

-0
.2

3
1
.3

1
7
.2

0
7
.5

2
1
8
6
.9

7
2
.2

8

合
計

-0
.1

1
0
.9

0
8
.7

8
9
.5

4
2
2
3
.3

9
8
9
.0

9

(注
)
従
前
が
借
家
世
帯
の
サ
ン
プ
ル
に
つ
い
て
は
、
居
住
期
間
の
デ
ー
タ
が
取
れ
な
い
。
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表
5
基
本
統
計
量
（
平
成

1
5
年
「
住
宅
需
要
実
態
調
査
」）

従
前
持
家

デ
ー
タ
数

床
面
積

世
帯
人
員

世
帯
主
年
齢

所
得

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

9
6
0
2

1
0
4
.8

0
4
6
.6

2
3
.2

0
1
.3

6
5
4
.0

1
1
2
.1

9
6
9
1
.7

2
4
1
6
.6

1

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

1
1
8

8
6
.3

8
4
3
.4

0
3
.4

0
1
.2

5
5
4
.5

5
1
2
.0

0
8
3
9
.8

3
5
2
2
.5

5

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

5
8
3

9
4
.7

1
4
4
.3

4
3
.5

4
1
.3

9
5
1
.0

7
1
2
.2

0
7
7
1
.3

6
4
5
2
.6

5

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

2
6

8
7
.4

6
4
1
.5

3
3
.1

5
1
.2

9
4
4
.8

1
1
1
.8

3
8
6
9
.2

3
5
0
4
.0

0

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

1
4
5

1
0
4
.1

9
5
0
.1

3
3
.4

8
1
.4

4
4
7
.2

1
1
4
.7

7
5
1
8
.6

2
3
5
6
.3

9

合
計

1
0
4
7
4

1
0
3
.9

8
4
6
.4

1
3
.2

2
1
.3

7
5
3
.7

4
1
2
.2

8
6
9
5
.8

7
4
2
0
.6

7

従
前
持
家

世
帯
人
員
変
動

居
住
期
間

住
宅
費
用

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

2
2
.4

9
1
5
.5

3
1
3
9
.4

6
6
.8

2

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

2
3
.1

5
1
5
.8

2
1
8
4
.6

3
3
3
.5

6

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

2
2
.2

6
1
3
.7

5
1
5
0
.0

5
1
7
.1

2

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

1
1
.7

3
9
.7

7
2
9
0
.7

8
1
3
.1

6

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

1
4
.3

3
9
.7

1
1
9
3
.8

1
2
.8

3

合
計

2
2
.3

4
1
5
.4

0
1
8
2
.9

1
5
5
.0

9

従
前
借
家

デ
ー
タ
数

床
面
積

世
帯
人
員

世
帯
主
年
齢

所
得

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

2
6
1
1

4
9
.2

6
2
7
.6

7
2
.5

7
1
.2

7
4
5
.6

6
1
4
.9

1
4
9
0
.3

9
3
0
2
.9

8

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

1
4
8

6
0
.7

5
3
5
.7

3
3
.0

8
1
.0

9
3
9
.9

1
1
1
.2

0
9
0
7
.7

7
4
4
7
.6

6

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

8
0
9

5
7
.1

9
2
8
.6

8
3
.1

4
1
.1

5
3
7
.5

8
1
0
.7

6
6
9
7
.5

9
3
1
0
.9

7

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

2
1
8

5
4
.5

4
4
0
.1

8
2
.3

6
1
.2

0
3
5
.0

1
1
1
.3

4
6
4
8
.3

9
3
8
0
.6

5

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

9
5
5

4
6
.4

8
3
1
.0

2
2
.4

1
1
.2

9
3
4
.0

8
1
2
.4

6
5
2
8
.1

7
2
8
8
.3

3

合
計

4
7
4
1

5
0
.6

5
2
9
.7

4
2
.6

4
1
.2

7
4
1
.2

8
1
4
.4

3
5
5
3
.6

5
3
2
6
.8

2

従
前
借
家

世
帯
人
員
変
動

居
住
期
間

住
宅
費
用

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

住
み
替
え
な
い

1
0
.6

6
1
0
.1

6
2
0
9
.1

8
3
5
.7

3

2
3
区
内
持
家
に
住
み
替
え

7
.7

0
7
.0

0
1
6
0
.2

5
4
5
.6

6

2
3
区
外
持
家
に
住
み
替
え

7
.5

7
7
.1

2
1
3
9
.4

3
2
2
.2

8

2
3
区
内
借
家
に
住
み
替
え

6
.1

7
6
.1

0
2
8
7
.8

4
1
1
.7

7

2
3
区
外
借
家
に
住
み
替
え

5
.7

7
5
.8

4
1
9
3
.2

8
2
.8

3

合
計

8
.8

5
8
.9

4
1
9
8
.3

5
5
6
.7

5

(注
)
住
み
替
え
て
い
な
い
標
本
に
つ
い
て
、
従
前
世
帯
人
員
デ
ー
タ
が
存
在
し
な
い
た
め
、
世
帯
人
員
変
動
デ
ー
タ
は
観
測
で
き
な
い
。
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5 推定結果
5.1 推定結果

以上の枠組みおよびデータを用いて、住み替え行動の要因分析を前節で説明した条件付きロジッ

ト、およびMixed Logit分析によって行った。推定結果は、表 6～表 8に示している。ただし、ロ

ジットモデルの推定結果は、そのままでは解釈できず、各説明変数が住み替え行動にどういった影

響を与えているかをみるためには、限界効果を確認する必要がある。限界効果の詳細については次

節に示している。

5.1.1 平成 5年データの推定結果

まず、平成 5年の推定結果をみると、従前持家世帯の条件付きロジット分析では、23区内借家、

23区外借家の定数項、23区内持家の世帯人員、23区内借家の所得、23区持家の世帯人員変動、23

区外持家と 23区内借家についての居住期間の係数について、統計的に有意な結果が得られていな

い。他の変数の係数については、5％水準で有意な結果がもたらされている。IIA条件についての

検定結果をみると、23区外持家の選択肢をのぞいたときに、IIA条件が成立しないという結果がも

たらされている。

Mixed Logit分析についても、23区外持家の世帯人員変動の有意性がなくなり、逆に 23区内借

家の居住期間が 10 ％水準で有意になったことを除けば、ほぼ同様の結果が得られている。Error

Component項については、借家ダミーの標準偏差について有意に推定されており、23区内借家へ

の住み替えと 23区外借家への住み替えという 2つの選択肢の相関が高いことを示している。23区

外ダミーの標準偏差についても、10％水準で有意に推定されており、郊外への住み替えの 2つの

選択肢間での相関が存在することも示されている。住み替えを行う 4 つの選択肢間における相関

は認められなかった。借家ダミーの標準偏差が大きいことから、家計は居住選択の際にテニュア・

チョイスを最優先にし、次に居住地選択を考慮していることがうかがえる。借家ダミーの標準誤差

の係数にしてもそれほど大きくはなく、条件付きロジットと Mixed Logitの対数尤度に大きな差

がないことから、各選択肢間の相関はごく弱いものである可能性もある。

従前借家世帯については、条件付きロジットモデルでは、23区内持家の世帯人員、世帯人員変

動、23 区外持家の世帯人員変動を除く全ての変数について有意な結果がもたらされている。IIA

条件についての検定結果をみると、23区外持家の選択肢、23区外借家の選択肢を除外した場合に

IIAが成立していないことが示されている。

Mixed Logit分析の結果をみると、各係数の推定値が大きくなっており、特に持家への住み替え

選択肢の定数項が非常に大きい。また、持家の住み替えについては、23区内外のいずれにおいて

も、年齢を除く全ての変数についての有意性が失われている。標準偏差項については、いずれのダ

ミーの標準偏差についても有意に推定されておらず、各選択肢間の相関は認められない。Mixed

Logit分析は、IIA条件の緩和のほかに、個々の標本のランダムな多様性を可能にするモデルであ

るため、この結果はここに挙げた変数では説明しきれない観測できない個人特性が持家選択に大き

く働いている可能性がある。
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表 6 ロジットモデル推定結果（平成 5年）

従前持家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
条件付きロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -2.3239*** 0.6239 -1.9589*** 0.3030 -0.1404 0.4980 0.3477 0.3891
床面積 -0.0079*** 0.0031 -0.0047*** 0.0024 0.0043*** 0.0012 0.0037*** 0.0012
世帯人員 -0.0754 0.0772 0.1656*** 0.0432 -0.4710*** 0.1128 -0.3641*** 0.0796
年齢 -0.0264*** 0.0105 -0.0395*** 0.0056 -0.0772*** 0.0112 -0.0826*** 0.0085
所得 0.0010*** 0.0003 0.0005*** 0.0002 -0.0003 0.0004 -0.0007** 0.0003
世帯人員変動 -0.2261 0.1628 0.2441** 0.1264 -1.1340*** 0.1410 -1.1595*** 0.1085
居住期間 0.0288*** 0.0066 -0.0003 0.0038 -0.0148 0.0090 -0.0207** 0.0076
住宅費用 -0.0057*** 0.0003
Hausman value 6.16 (0.9987) ※ 142.00 (0.0000) 6.20 (0.9986) 4.18 (0.9997)
データ数 7828
対数尤度 -2821.80

従前持家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
ミックスト・ロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -2.2597*** 0.6194 -2.2459*** 0.3805 -0.3116 0.5298 0.2090 0.4416
床面積 -0.0075** 0.0031 -0.0049* 0.0027 0.0044*** 0.0012 0.0036*** 0.0014
世帯人員 -0.0674 0.0777 0.1699*** 0.0475 -0.4583*** 0.1151 -0.3659*** 0.0853
年齢 -0.0265** 0.0105 -0.0449*** 0.0068 -0.0758*** 0.0116 -0.0911*** 0.0106
所得 0.0010*** 0.0003 0.0005*** 0.0002 -0.0003 0.0004 -0.0007** 0.0003
世帯人員変動 -0.2253 0.1619 0.2259 0.1397 -1.1057*** 0.1456 -1.2385*** 0.1216
居住期間 0.0276*** 0.0067 0.0000 0.0043 -0.0157* 0.0092 -0.0209** 0.0082
住宅費用 -0.0063*** 0.0005
住み替え誤差 0.1265 0.1811
借家誤差 1.1205*** 0.3602
２３区外誤差 0.0890* 0.0522
データ数 7828
対数尤度 -2820.29

従前借家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
条件付きロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -3.2651*** 0.4705 -2.2258*** 0.1930 0.9503*** 0.1900 1.3898*** 0.1408
床面積 0.0062*** 0.0021 0.0028* 0.0015 0.0035*** 0.0015 0.0048*** 0.0012
世帯人員 0.0222 0.1013 0.2338*** 0.0427 -0.3193*** 0.0471 -0.1232*** 0.0326
年齢 -0.0586*** 0.0131 -0.0675*** 0.0059 -0.0802*** 0.0060 -0.0759*** 0.0042
所得 0.0026*** 0.0003 0.0028*** 0.0002 0.0012*** 0.0002 0.0005*** 0.0001
世帯人員変動 -0.2872 0.1760 0.0870 0.0947 -0.6225*** 0.0669 -0.2942*** 0.0615
住宅費用 -0.0014*** 0.0005
Hausman value ※ 20.23 (0.3807) ※ 87.45 (0.0000) 6.83 (0.9857) ※ 124.99 (0.0000)
データ数 7828
対数尤度 -5130.71

従前借家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
ミックスト・ロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -39.7649 30.5304 -41.1081 30.8960 1.1721*** 0.1912 1.1654*** 0.1418
床面積 0.0261 0.0206 0.0209 0.0196 0.0034** 0.0014 0.0047*** 0.0012
世帯人員 2.1224 1.6190 2.4592 1.6523 -0.3020*** 0.0465 -0.1080*** 0.0327
年齢 -0.3160** 0.1436 -0.3059** 0.1379 -0.0795*** 0.0059 -0.0761*** 0.0043
所得 0.0265 0.0168 0.0268 0.0168 0.0012*** 0.0002 0.0005*** 0.0001
世帯人員変動 1.7483 1.9907 2.1463 1.9919 -0.6256*** 0.0684 -0.2954*** 0.0647
住宅費用 -0.0069*** 0.0012
住み替え誤差 0.0294 0.0473
借家誤差 20.9670 15.2067
２３区外誤差 0.2923* 0.3244
データ数 5267
対数尤度 -5096.81

(注１) 住宅費用は選択肢によって異なる変数。それ以外は選択者によって異なる変数。
(注２)Hausman value は、当該選択肢を除いたときの IIA 仮定に関するハウスマン統計量の推計値（カッコ内は p 値）。
ただし、”※”については、ハウスマン統計量の推計値が負の符合となったため、SUR タイプの検定を行っている。
(注３)***は１％水準で、**は 5 ％水準で、*は 10 ％水準で係数が有意なことを示す。
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5.1.2 平成 10年データの推定結果

平成 10年データを用いた推定では、従前持家については、条件付きロジット分析では、23区内

持家の世帯人員、年齢、世帯人員変動、23区外持家の年齢、世帯人員変動、23区内借家の定数項、

床面積、所得、23区外借家の定数項、床面積を除く全ての変数で有意な結果となっている。IIA条

件に関する検定結果をみると、23区外持家に住み替える選択肢を除いた場合、23区外借家に住み

替える選択肢を除外した場合で、IIA条件が成立していない。

Mixed Logit分析については、借家への住み替えの選択肢について係数が大きくなっているが、

条件付きロジット分析と比べて推定結果に大きな違いはない。Error Component 項については、

23区外ダミーの標準偏差について有意に推定されており、23区外持家への住み替えと 23区外借

家への住み替えという 2つの選択肢の相関が高い。一方で、住み替えを行う 4つの選択肢間におけ

る相関、およびテニュア・チョイスに関する選択肢間の相関は認められなかった。条件付きロジッ

トと比べて、Mixed Logitの対数尤度は大きくモデルの適合度は Mixed Logitモデルのほうが高

いといえる。

従前借家世帯については、条件付きロジットモデルでは、23区内持家および 23区外持家の床面

積、年齢、居住期間、23区内借家の床面積を除く全ての変数について有意な結果がもたらされて

いる。IIA条件についての検定結果をみると、全ての選択肢で IIA条件が満たされていないことが

示されている。

Mixed Logit分析の結果も、条件付きロジットモデルとほぼ同様の結果がもたらされており、対

数尤度も大きな違いはない。また、標準偏差項については、いずれのダミーの標準偏差についても

有意に推定されておらず、各選択肢間の相関は認められない。
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表 7 ロジットモデル推定結果（平成 10年）

従前持家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
条件付きロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -2.0402*** 0.7907 -3.5133*** 0.3355 -0.1416 1.0477 -0.2604 0.5203
床面積 -0.0123*** 0.0043 -0.0082*** 0.0021 0.0020 0.0022 0.0013 0.0013
世帯人員 -0.1654 0.1063 0.1373*** 0.0436 -0.6851*** 0.2257 -0.3175*** 0.0864
年齢 -0.0181 0.0122 0.0029 0.0054 -0.0641*** 0.0174 -0.0325*** 0.0079
所得 0.0012*** 0.0003 0.0006*** 0.0001 0.0003 0.0005 -0.0013*** 0.0003
世帯人員変動 0.2532 0.1669 0.1617 0.1129 -1.8715*** 0.2177 -1.5307*** 0.1049
居住期間 0.0274*** 0.0073 -0.0092*** 0.0034 -0.0333** 0.0139 -0.0502*** 0.0067
住宅費用 -0.0094*** 0.0004
Hausman value 15.07 (0.7724) ※ 234.21 (0.0000) 2.66 (1.0000) 35.82 (0.0161)
データ数 7127
対数尤度 -2426.75

従前持家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
ミックスト・ロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -1.8090*** 0.7924 -3.8301*** 0.3590 -2.4108 1.9713 -2.8351* 1.6203
床面積 -0.0109*** 0.0041 -0.0073*** 0.0021 0.0044 0.0043 0.0028 0.0034
世帯人員 -0.1533 0.1080 0.1527*** 0.0461 -1.1794*** 0.3476 -0.8735*** 0.2877
年齢 -0.0191 0.0123 0.0016 0.0057 -0.1321*** 0.0360 -0.0915*** 0.0276
所得 0.0011*** 0.0003 0.0006*** 0.0001 -0.0006 0.0007 -0.0021*** 0.0005
世帯人員変動 0.2427 0.1869 0.1769 0.1100 -4.5073*** 0.9398 -4.2016*** 0.9536
居住期間 0.0237*** 0.0075 -0.0130*** 0.0036 -0.0678*** 0.0241 -0.0927*** 0.0205
住宅費用 -0.0117*** 0.0005
住み替え誤差 0.1593 0.2258
借家誤差 0.2800 0.2533
２３区外誤差 5.8408*** 1.5041
データ数 7127
対数尤度 -2393.49

従前借家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
条件付きロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -5.2246*** 0.5628 -5.6106*** 0.3561 0.6478** 0.2858 0.5102*** 0.1554
床面積 0.0016 0.0037 0.0008 0.0018 -0.0033 0.0031 0.0042*** 0.0014
世帯人員 0.2634** 0.1158 0.4583*** 0.0512 -0.2776*** 0.0651 -0.0633** 0.0320
年齢 0.0120 0.0110 -0.0079 0.0062 -0.0275*** 0.0061 -0.0341*** 0.0033
所得 0.0019*** 0.0003 0.0016*** 0.0002 0.0007*** 0.0003 -0.0003* 0.0001
世帯人員変動 0.6925*** 0.1902 0.1409* 0.0808 -0.7108*** 0.0942 -0.3991*** 0.0503
居住期間 0.0117 0.0134 -0.0065 0.0071 -0.0263*** 0.0092 -0.0228*** 0.0047
住宅費用 -0.0188*** 0.0020
Hausman value ※ 47.67 (0.0000) 97.35 (0.0000) ※ 120.77 (0.0000) ※ 199.73 (0.0000)
データ数 4183
対数尤度 -4159.10

従前借家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
ミックスト・ロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -6.8122*** 1.9122 -7.4601*** 2.1516 0.6867** 0.2886 0.4793*** 0.1596
床面積 0.0011 0.0046 0.0008 0.0022 -0.0032 0.0031 0.0042*** 0.0014
世帯人員 0.3389** 0.1544 0.5683*** 0.1486 -0.2735*** 0.0653 -0.0602* 0.0324
年齢 0.0137 0.0132 -0.0066 0.0078 -0.0276*** 0.0061 -0.0341*** 0.0033
所得 0.0025*** 0.0009 0.0023*** 0.0009 0.0007*** 0.0002 -0.0003* 0.0001
世帯人員変動 0.8280*** 0.2688 0.2217 0.1374 -0.7055*** 0.0944 -0.3956*** 0.0507
居住期間 0.0129 0.0175 -0.0034 0.0097 -0.0264*** 0.0092 -0.0230*** 0.0047
住宅費用 -0.0196*** 0.0023
住み替え誤差 -0.0009 0.0044
持借誤差 -1.6974 1.1435
立地誤差 -0.0107 0.0184
データ数 4183
対数尤度 -4157.29 　　　 　

(注１) 住宅費用は選択肢によって異なる変数。それ以外は選択者によって異なる変数。
(注２)Hausman value は、当該選択肢を除いたときの IIA 仮定に関するハウスマン統計量の推計値（カッコ内は p 値）。
ただし、”※”については、ハウスマン統計量の推計値が負の符合となったため、SUR タイプの検定を行っている。
(注３)***は１％水準で、**は 5 ％水準で、*は 10 ％水準で係数が有意なことを示す。
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5.1.3 平成 15年データの推定結果

平成 15年データによる分析では、条件付きロジット分析では、従前持家世帯で 23区内持家の年

齢、23区内借家の床面積、世帯人員、所得、および住宅費用について有意性が確認されなかった。

Hausman検定の結果をみると、23区内持家の選択肢と 23区外借家に住み替える選択肢を除外し

た場合で、IIA条件が成立していない。

Mixed Logit分析については、23区内持家の居住期間、23区外持家の所得、居住期間について

の有意性がなくなった反面、23区内借家の床面積、世帯人員、所得および、住宅費用が有意に推

定されている。また、借家への住み替えの選択肢の定数項が極めて大きく推定されている。Error

Component 項については、借家ダミーの標準偏差について有意に推定されており、23 区内借家

への住み替えと 23区外借家への住み替えという 2つの選択肢の相関が極めて高いことを示してい

る。住み替えを行う 4つの選択肢間における相関および居住地に関する選択肢間の相関は認められ

なかった。条件付きロジット分析と Mixed Logit分析の対数尤度を比較すると、Mixed Logit分

析の対数尤度がかなり大きくなっており、Mixed Logit分析の適合度の高さを示している。

従前借家世帯については、条件付きロジットモデルでは、23区内持家で床面積、年齢、居住期

間、23区外借家で床面積と所得にそれぞれ統計的な説明力を確認できなかった。IIA条件に対する

検定結果をみると、全ての選択肢において IIA条件は成立していない。

Mixed Logit分析の結果をみると、23区内持家選択肢における床面積、年齢に対する係数が有

意になっており、逆に 23区外持家の居住期間の係数が有意ではなくなっている。また、持家に関

する選択肢について各係数の推定値が大きくなっている。標準偏差項については、持借に関するダ

ミーの標準偏差についても有意に推定されており、テニュア・チョイスが居住選択において大きな

ウエイトを占めていることがうかがえる。

条件付きロジット推定においては、3 時点のデータを用いた従前持家、従前借家のいずれのモ

デルにおいても、IIA条件は成立しておらず、Mixed Logit推定を行うことの必要性が示された。

Mixed Logitモデルの Error Component項については、従前の所有形態や調査年度に関わらず住

み替えの選択肢間の相関は認められなかった。これは、効用の確定項によって、住み替えるかどう

かという意思決定に関するおおよそ説明がなされており、住み替えの意思決定に際しては誤差項の

独立性が確保されているためと考えられる。従前持家世帯については、平成 5年についてはテニュ

ア・チョイスに関する相関が強く、平成 10年については居住地に関する相関が、そして平成 15年

については再びテニュア・チョイスに関する相関が強くなっており、調査時点によって選択肢間の

相関は異なる。
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表 8 ロジットモデル推定結果（平成 15年）

従前持家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
条件付きロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -4.4739*** 0.6094 -2.4673*** 0.2658 6.0151*** 1.4199 1.8369*** 0.5966
床面積 -0.0140*** 0.0033 -0.0059*** 0.0012 -0.0026 0.0057 0.0050*** 0.0018
世帯人員 0.1714** 0.0727 0.1495*** 0.0333 -0.2684 0.2094 0.1227* 0.0733
年齢 0.0158 0.0102 -0.0165*** 0.0043 -0.0496** 0.0202 -0.0380*** 0.0088
所得 0.0009*** 0.0002 0.0003* 0.0001 0.0005 0.0005 -0.0025*** 0.0005
居住期間 0.0049* 0.0029 -0.0514*** 0.0186 -0.0488*** 0.0068 -0.0580*** 0.0051
住宅費用 0.0072 0.0078
Hausman value 149.06 (0.0000) 0.10 (1.0000) ※ 14.33 (0.7641) ※ 99.07 (0.0000)
データ数 10474
対数尤度 -3477.30

従前持家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
ミックスト・ロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -3.6393*** 0.6088 -3.0866*** 0.2777 -79.8088*** 9.9785 -90.7941*** 10.1445
床面積 -0.0111*** 0.0033 -0.0033*** 0.0011 0.0450* 0.0262 0.0575** 0.0260
世帯人員 0.2218*** 0.0754 0.1644*** 0.0344 1.7113*** 0.5724 1.9178*** 0.5581
年齢 0.0130 0.0103 -0.0182*** 0.0042 -0.5691** 0.2591 -0.5662** 0.2563
所得 0.0007*** 0.0002 0.0001 0.0001 -0.0181*** 0.0036 -0.0202*** 0.0036
居住期間 0.0005 0.0078 -0.0036 0.0029 -0.8403*** 0.1594 -0.8350*** 0.1533
住宅費用 -0.1291*** 0.0053
住み替え誤差 0.0138 0.0190
借家誤差 69.5337*** 7.7229
２３区外誤差 0.0372 0.0518
データ数 10474
対数尤度 -3190.82

従前借家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
条件付きロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -6.2613*** 0.4153 -3.2787*** 0.2139 0.7710*** 0.2934 0.9488*** 0.1699
床面積 0.0029 0.0038 0.0039** 0.0017 0.0074*** 0.0020 0.0015 0.0017
世帯人員 0.1995*** 0.0690 0.2518*** 0.0361 -0.2940*** 0.0657 -0.1266*** 0.0363
年齢 -0.0150 0.0094 -0.0353*** 0.0040 -0.0532*** 0.0080 -0.0523*** 0.0042
所得 0.0026*** 0.0002 0.0014*** 0.0001 0.0012*** 0.0002 0.0000 0.0002
居住期間 -0.0109 0.0126 -0.0112* 0.0060 -0.0254** 0.0120 -0.0407*** 0.0068
住宅費用 -0.0211*** 0.0011
Hausman value 71.22 (0.0000) ※ 120.27 (0.0000) ※ 92.36 (0.0000) ※ 281.52 (0.0000)
データ数 4741
対数尤度 -4862.38

従前借家 23 区内持家 23 区外持家 23 区内借家 23 区外借家
ミックスト・ロジット 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健 係数 頑健

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
定数項 -11.5774 *** 0.9949 -8.4361 *** 0.9057 1.4722 *** 0.3033 0.7711 *** 0.1710
床面積 0.0094 * 0.0057 0.0098 ** 0.0039 0.0074 *** 0.0020 0.0016 0.0018
世帯人員 0.6279 *** 0.1302 0.7209 *** 0.1200 -0.2539 *** 0.0653 -0.1028 *** 0.0377
年齢 -0.0408 *** 0.0155 -0.0669 *** 0.0117 -0.0563 *** 0.0080 -0.0545 *** 0.0045
所得 0.0056 *** 0.0007 0.0040 *** 0.0006 0.0010 *** 0.0002 -0.0001 0.0002
居住期間 -0.0157 0.0199 -0.0107 0.0142 -0.0312 *** 0.0121 -0.0471 *** 0.0074
住宅費用 -0.0296 *** 0.0014
住み替え誤差 0.0190 0.0145
借家誤差 4.3708 *** 0.6012
立地誤差 0.0159 0.0350
データ数 4741
対数尤度 -4796.04

(注１) 住宅費用は選択肢によって異なる変数。それ以外は選択者によって異なる変数。
(注２)Hausman value は、当該選択肢を除いたときの IIA 仮定に関するハウスマン統計量の推計値（カッコ内は p 値）。
ただし、”※”については、ハウスマン統計量の推計値が負の符合となったため、SUR タイプの検定を行っている。
(注３)***は１％水準で、**は 5 ％水準で、*は 10 ％水準で係数が有意なことを示す。
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5.2 限界効果の変化

条件付きロジット推定と Mixed Logit推定のそれぞれについて、個々の限界効果の平均をとる

APE（Average Partial Effect）を算出し時系列で比較した*7 。条件付きロジット推定と Mixed

Logit 推定では、いずれの限界効果についても、大きな違いは認められなかったため、本節では

Mixed Logit推定をベースにした限界効果を中心として分析を進める。

5.2.1 従前が持家の世帯

表 9は従前が持家の世帯の限界効果の推移を示したものである。

床面積の広い世帯は、住み替える確率が低いことが分かる。平成 5年データを例にとると、床面

積が 1m2 増加した場合、0.024％住み替えない確率が上昇する。対照的に、床面積の増加は持家へ

の住み替え確率を引き下げる。これは、既に広い持家に住んでいる世帯が、持家に更に住み替える

誘因を持ちにくいことを示している。

世帯人員の増加は、23区外持家への住み替え確率を押し上げることが分かる。世帯人員が１人

増加すると 23区外持家への住み替え確率が 0.7～0.9％前後増加する。これは世帯人員の多い世帯

が、広さを求めて郊外の持家に住み替えていることを示している。時系列的にみた場合の顕著な変

化は、住み替えない世帯の割合が、平成 5年、平成 15年では世帯規模が大きくなると増加するの

に対し平成 10 年では逆に減少に転じている。また、23 区内持家への限界効果が平成 5 年、平成

10年のマイナスから平成 15年にはプラスへと転じている。これは、平成 10年では経済状況の悪

化によって、世帯規模が大きい世帯の住み替えが抑制されたのに対して、平成 15年には経済状況

が一服し、都心部においてある程度の面積の広いマンションの供給が増加したこと等によって*8、

比較的大きな世帯規模の家計であっても都心居住が可能になってきたことを反映しているものと考

えられる。

世帯主が加齢した場合、全ての調査年データで住み替えない確率が上昇する。その他の選択肢に

ついては、平成 10年データをもとにした推定では、加齢とともに 23区外持家の選択確率が上昇

し、平成 15年データによる推定では、23区内持家の選択確率が上昇している。

所得の増加は持家への住み替え確率を上昇させる。ただし、その影響は非常に小さく、100万円

の所得増であっても、住み替え確率に与える影響は１％に満たない。住み替え確率は、23区外の

持家への住み替えの方がより大きく上昇しており、ついで 23区内持家への住み替え確率が高くな

*7 Mixed Logit推定についての s番目の選択肢に対する限界効果は、(15)式を説明変数 xjs で微分し、以下のように
求めた。

n = j のとき、
∂P̂j,k

∂xns
=

1

R

RX

r=1

ˆ
Lj,k(µr

k)− Lj,k(µr
k)2
˜
(βis + µr

kr )

n 6= j のとき、
∂P̂j,k

∂xns
=

1

R

RX

r=1

ˆ−Lj,k(µr
k)2
˜
(βis + µr

kr )

*8 東京都区部のマンション１戸当たり平均専有面積は、1989～93年平均：56.06m2、1994～1998年平均：64.36m2、
1999～2003年平均：70.25m2 となっている（出所：不動産経済研究所『全国マンション市場動向』各年版）
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る。これは日本人の持家志向の高さを示している。ただし直近のデータでは、所得変化が住み替え

行動に与える影響は小さくなってきていることが確認できる。

5年間で世帯人員が１人増加した世帯は、23区外への持家に住み替える確率が 1.0～1.4％ほど

上昇する。これは従前の世帯人員と同様、家族人数が増えるとより広い家を求めて住み替えを行う

ことを示している。一方、住み替えない確率を高める効果が相対的に高くなっていることから、世

帯人員の変動は相対的に面積の広い持家居住を促進するといえる。

居住期間が長くなると、平成 10年データの分析では、住み替えない確率と 23区内持家への住み

替え確率が上昇する傾向にある。これは地域への愛着から定住志向が高まるという側面と、持家の

老朽化などによって建て替え・住み替えを行うという側面が混在したものと考えられる。一方で平

成 5年では、居住期間の住み替えない確率に与える影響はマイナスであり、平成 15年ではその確

率がプラスであっても小さくなっている。これは、平成 5年データが含むバブル期においては、住

宅資産のキャピタルゲインが発生し、居住期間の長い世帯の持家への住み替えを容易にしていたの

に対し、平成 10年においては地価の下落が住み替え阻害要因となっていた可能性がある。平成 15

年では、地価下落が落ち着き、持家居住者の住み替え阻害要因が少なくなったことが背景にあると

考えられる。

住宅費用についてみると、住宅費用の増加は一貫して全ての選択肢の確率を減少させることが分

かる。そしてその影響は近年ますます大きくなっており、住宅費用を重視した住み替え行動になっ

てきている。また、住宅費用が住み替え確率に与える影響は、現在の居住している住宅費用と 23

区外持家においてより高いことが分かる。

5.2.2 従前借家世帯

従前が借家の世帯に関する変数ごとの限界効果の推移は、次の通りである。

平成 5、平成 10年のデータを用いた推定では、床面積の広い世帯は 23区外借家への住み替え確

率が高い。しかし、平成 15年のデータを用いた分析では、床面積の広い世帯は 23区外借家への住

み替え確率が低く、23区外持家、23区内借家の住み替え確率が高くなっている。

従前借家世帯については、平成 15年データ分析で、世帯人員が１人多い場合、住み替えない確

率は 0.8 ％減少する。23 区外持家への住み替え確率が約 3.6 ％上昇し、借家への住み替え確率は

1.1～2.0％ほど下落する。その他の調査年の推定結果における住み替えない確率は正の符号となっ

ており、世帯人員数は現状維持か、より広い持家への転居を促す要因といえる。

世帯主年齢の変化が住み替え確率に与える影響は大きく、若い世帯ほど住み替え確率が高くなっ

ている。一方で 23区外借家への住み替え確率は相対的に大きく減少している。さらに、平成 5年

データを用いた推定では、年齢の上昇が住み替えないを除く全ての選択肢についてマイナスの影響

を与えているが、平成 10年については住み替えない確率とともに 23区内、23区外の持家への住

み替え確率が上昇しており、平成 15年については、住み替えない確率とともに 23区内借家への住

み替え確率が上昇している。ただし、これら持家の住み替え確率への影響はそれほど大きくない。

所得の増加は、23区外の持家への住み替え確率を上昇させる。平成 10年のデータを用いた分析

で限界効果の減少が見られるが、各年で共通した傾向である。しかし、所得が 100万円上昇したと

しても、23区外持家への住み替え確率上昇は 1.5％ほどであり、絶対値としてはそれほど大きいと
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はいえない。借家からの住み替えを考える場合、重要なのは所得ではなく、むしろ家族人数や世帯

主年齢であるといえる。

5 年間で世帯人員が増加した世帯は、借家に住み替える確率が下がり、住み替えない確率と 23

区外持家に住み替える確率が上昇する。これは、借家世帯の家族人数が減少した場合、家族構成に

適した借家へと住み替えることを示している。世帯人員変動が住み替え確率に与える影響は、時系

列的にみても大きな変動は見られない。

居住期間が 1年増加した場合、住み替えない確率が 0.4～0.5％上昇する。居住期間が長くなる

と、近隣とのつながりや地域への愛着から、定住志向が強まるものと考えられる。

住宅費用についてみると、住宅費用の増加は一貫して各選択肢の選択確率を減少させる。価格の

影響は経年的に強くなってきており、家計が住宅価格に対して弾力的になっていることを示して

いる。
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6 世帯類型別の住み替え行動の変化

条件付きロジットモデル、および Mixed Logitモデルによって推定された家計の住み替え行動

関数を用いて、世帯類型別の住み替え行動を分析する。いくつか典型的な世帯の住み替え確率を時

系列で比較することによって、世帯類型別の住み替え行動の違いや、時系列的変化を分析する。分

析する世帯類型は、©1世帯主 35歳・世帯人員３名世帯、©2世帯主 50歳・世帯人員 4名世帯、©3世
帯主 65歳・世帯人員２名であり 、それぞれの世帯の住み替え確率の平均値を用いている。

条件付きロジット推定と Mixed Logit推定の住み替え確率を比べてみると、両者の間でそれほ

ど大きな確率の差が認められないため、Mixed Logit推定の結果を中心に考察する。

6.1 従前持家世帯

従前が持家である世帯の住み替え確率をみると、全体的にみて住み替え確率は非常に低くなって

いる。時系列的にみても平成 10年に若干住み替えない確率の減少がみられるものの、全体的な傾

向に大きな変化はない。

世帯類型ごとにみると、以下のような特徴がある。世帯主 35歳・世帯人員３人世帯については、

基準ケース（全世帯の住み替え確率）に比べて持家への住み替え確率がやや高い。これは世帯構成

の変動期にある世帯が多く、今後子どもの出産などによって世帯人員が変動する確率も高いため、

より広い持家に住み替えるためだと考えられる。ただし、時系列でみると住み替え確率は、平成 10

年に 13.1％であったものが、平成 15年には 16.9％と上昇している。これは、1996年～1998年

頃の経済危機が一服し、持家世帯の住み替え阻害要因が緩和したためと考えられる。この時系列的

な傾向は、世帯主が 50歳、65歳のケースでもみられる。

次に、世帯主 50歳・世帯人員 4人世帯についてみると、平成 5年、平成 15年については、23区

内、23区外に関わらず、基準ケースに比べ持家への住み替え確率が高くなっている。一方で、平

成 10年については、借家への住み替え確率が増加しており、1996年～1998年頃の経済状況の悪

化を反映している可能性がある。

最後に世帯主 65歳・世帯人員２人世帯についてみると、基準ケースに比べて住み替え確率が低

い。これは高齢で持家に住んでいる世帯は、その住居を終の棲家と考えているためだと思われる。

このように、住宅を 1次取得した後でも世帯の成長が見込まれる家計については持家、特に郊外

への住み替え確率が相対的に高く、持家から持家という住み替えが存在することが確認された。

ただし、世帯変動の安定期に住み替え確率は減少するという傾向に、近年ではわずかではあるが

異なる傾向もみられる。住宅を一次取得した後でも世帯の成長が見込まれる家計については持家、

特に郊外への住み替え確率が相対的に高く、持家から持家という住み替えが行われていることが確

認された。また平成 15年は借家への住み替え確率が減少すると共に、持家への住み替え確率が上

昇している。これは、1996年～1998年頃の経済危機が一服し、住み替え阻害要因が緩和したため

と考えられる。
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表 11 世帯類型別住み替え確率（平成 5年データ、従前持家）

基準ケース 世帯主 35歳・ 世帯主 50歳・ 世帯主 65歳・

(全世帯) 世帯人員３人 世帯人員４人 世帯人員２人

CLOGIT
Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT

住み替えない 93.77％ 90.11％ 82.83％ 82.88％ 91.79％ 91.77％ 95.54％ 95.50％

23区内持家 1.03％ 1.46％ 1.80％ 1.80％ 1.48％ 1.45％ 1.22％ 1.22％

23区外持家 4.27％ 5.69％ 9.43％ 9.34％ 5.53％ 5.60％ 2.41％ 2.46％

23区内借家 0.33％ 0.88％ 1.95％ 2.01％ 0.42％ 0.42％ 0.32％ 0.33％

23区外借家 0.60％ 1.85％ 3.99％ 3.96％ 0.79％ 0.77％ 0.51％ 0.48％

表 12 世帯類型別住み替え確率（平成 10年データ、従前持家）

基準ケース 世帯主 35歳・ 世帯主 50歳・ 世帯主 65歳・

(全世帯) 世帯人員３人 世帯人員４人 世帯人員２人

CLOGIT
Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT

住み替えない 89.81％ 89.76％ 87.18％ 86.93％ 87.60％ 88.11％ 95.25％ 95.32％

23区内持家 0.87％ 0.88％ 1.72％ 1.87％ 0.76％ 0.71％ 0.53％ 0.49％

23区外持家 6.06％ 6.02％ 7.36％ 7.59％ 6.21％ 5.91％ 3.07％ 2.74％

23区内借家 0.49％ 0.52％ 0.59％ 0.66％ 0.72％ 0.78％ 0.13％ 0.14％

23区外借家 2.76％ 2.82％ 3.15％ 2.96％ 4.70％ 4.49％ 1.01％ 1.31％

表 13 世帯類型別住み替え確率（平成 15年データ、従前持家）

基準ケース 世帯主 35歳・ 世帯主 50歳・ 世帯主 65歳・

(全世帯) 世帯人員３人 世帯人員４人 世帯人員２人

CLOGIT
Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT

住み替えない 91.67％ 91.24％ 85.54％ 83.07％ 90.39％ 89.95％ 94.09％ 93.94％

23区内持家 1.13％ 1.23％ 1.31％ 1.75％ 1.44％ 1.32％ 0.99％ 1.05％

23区外持家 5.57％ 5.61％ 8.70％ 12.00％ 6.96％ 6.91％ 3.69％ 3.62％

23区内借家 0.25％ 0.34％ 0.87％ 0.79％ 0.26％ 0.44％ 0.11％ 0.17％

23区外借家 1.38％ 1.57％ 3.59％ 2.39％ 0.94％ 1.39％ 1.12％ 1.22％

6.2 従前借家世帯

従前借家世帯の住み替え確率は、時系列的に大きく変動しており、特に平成５年から 10年にか

けて住み替え確率の上昇が目立つ。これは、平成 10年分析における 23区外借家への住み替え確

率が高くなったことによる。平成 15年データについてみると、全体の住み替え確率は減少してい

るものの、特に 23区外の持家への住み替え確率が大きく増加している。限界効果を見ると、所得

の増加は持家や 23区内借家への住み替え確率を上昇させる一方で、住み替えない確率や 23区外

借家への住み替え確率を減少させる。言い換えると、持家や都心の借家は上級財だと考えられるの
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に対して、住み替えないことや郊外借家への住み替えは下級財だと考えられる。そのため、1994

～98年頃に一度ステップアップとしての住み替えは減少したが、経済環境が良化したことなどに

よって、近年は再びステップアップとしての住み替えが増加してきているといえる。

世帯類型別の住み替え確率の特徴は次の通りである。

世帯主 35歳・世帯人員３人世帯は、基準ケースに比べ住み替え確率が高くなっており、借家居

住の若年世帯は、家族構成や所得増加などに伴って、頻繁に住み替えを行っていると考えられる。

基準ケースと比べ、持家への転居が活発であることもうかがえる。

世帯主 50歳・世帯人員４人世帯についてみると、23区外借家への住み替え確率が高く、特に平

成 10年には 30％を超える住み替え確率となっている。一方で、平成 15年には持家への転居を行

う確率が高まっており、経済状況の好転と地価下落の影響をうけ持家取得が進んだことがうかが

える。

世帯主 65歳・世帯人員２人世帯は、住み替え確率が非常に低くなっている。若年世帯に比べる

と、住み替え確率が２～３割ほど低い。従前が借家の世帯と同様に、高齢層は活発な住み替えは行

わないことがわかる。

以上より、若年世帯は借家から持家に住み替え、中年世帯は持家から持家に住み替え、高齢世帯

はあまり住み替えないという傾向が浮かび上がり、住宅双六を観察することができる。また、若年

世帯であっても、早期に住宅を取得した場合は世帯の拡大に伴い持家から持家の取得を行ってい

る。ただし、平成 5年データ分析に比べると、平成 15年データ分析では、従前持家、従前借家と

も高齢世帯の住み替え率は上昇しており、従来の持家一戸建てを上がりとする住宅双六に変化の兆

しが生じている。さらに、平成 15年の中年借家世帯について住宅取得が進んだように、住宅双六

のタイミングは外生的なマクロ要因によって大きな影響を受ける。
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表 14 世帯類型別住み替え確率（平成 5年データ、従前借家）

基準ケース 世帯主 35歳・ 世帯主 50歳・ 世帯主 65歳・

(全世帯) 世帯人員３人 世帯人員４人 世帯人員２人

CLOGIT
Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT

住み替えない 60.70％ 60.38％ 57.92％ 57.60％ 74.02％ 72.06％ 93.38％ 92.16％

23区内持家 1.35％ 1.38％ 1.72％ 1.76％ 1.73％ 1.38％ 0.40％ 0.48％

23区外持家 8.45％ 8.62％ 11.04％ 10.95％ 10.99％ 13.08％ 1.35％ 2.38％

23区内借家 9.04％ 9.08％ 8.22％ 8.33％ 3.63％ 3.71％ 1.35％ 1.38％

23区外借家 20.47％ 20.54％ 21.10％ 21.36％ 9.62％ 9.78％ 3.53％ 3.61％

表 15 世帯類型別住み替え確率（平成 10年データ、従前借家）

基準ケース 世帯主 35歳・ 世帯主 50歳・ 世帯主 65歳・

(全世帯) 世帯人員３人 世帯人員４人 世帯人員２人

CLOGIT
Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT

住み替えない 54.20％ 54.17％ 54.25％ 53.92％ 49.37％ 49.34％ 70.35％ 70.12％

23区内持家 1.63％ 1.54％ 1.74％ 1.67％ 1.00％ 0.87％ 0.65％ 0.61％

23区外持家 6.91％ 6.97％ 7.91％ 8.40％ 9.02％ 9.11％ 3.13％ 3.08％

23区内借家 6.81％ 6.81％ 5.75％ 5.71％ 6.92％ 6.93％ 4.58％ 4.65％

23区外借家 30.46％ 30.51％ 30.35％ 30.30％ 33.68％ 33.75％ 21.29％ 21.53％

表 16 世帯類型別住み替え確率（平成 15年データ、従前借家）

基準ケース 世帯主 35歳・ 世帯主 50歳・ 世帯主 65歳・

(全世帯) 世帯人員３人 世帯人員４人 世帯人員２人

CLOGIT
Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT CLOGIT

Mixed
LOGIT

住み替えない 55.07％ 54.69％ 49.83％ 49.39％ 62.38％ 60.94％ 84.60％ 84.73％

23区内持家 3.12％ 3.40％ 3.41％ 3.78％ 5.07％ 5.87％ 1.47％ 1.72％

23区外持家 17.06％ 16.69％ 19.30％ 19.32％ 21.46％ 22.01％ 6.50％ 6.24％

23区内借家 4.60％ 4.69％ 5.08％ 5.11％ 2.50％ 2.61％ 1.53％ 1.54％

23区外借家 20.14％ 20.54％ 22.38％ 22.40％ 8.59％ 8.56％ 5.90％ 5.78％
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7 結語

条件付きロジット分析に対する IIA 条件の検定の結果、従前の所有形態、調査時点のモデルに

おいても IIA 条件が成立していないことが確認された。そこで、本稿では、IIA 条件を緩和する

Mixed Logit分析を行い、住み替え選択、テニュア・チョイス、居住地選択に関する選択肢間の相

関について検討を行った。住み替えるかどうかの選択肢間の相関については、いずれのケースにお

いても選択肢間の独立性が確認された。従前持家のケースをみると、平成 5年データによる推定で

は、テニュア・チョイスと居住地選択に関する相関が確認され、平成 10年データでは居住地選択、

平成 15年データではテニュア・チョイスに関する相関が観測された。このように、選択肢間の相

関については調査時点によって変化しており、これはマクロ的な影響や人々の選好の変化を反映し

ていると考えられる。

住み替え行動に影響を与える要因について分析を行った結果、世帯人員や世帯主年齢といったラ

イフサイクルに関わるデモグラフィックな要因が重要な役割を果たしていることが確認され、その

影響は世帯の所得など経済的要因よりも大きいといえる。また、世帯主年齢や世帯人員などが住み

替えに与える効果は、時系列的にみると大きく変動している。これは、バブル後の経済低迷期にお

いて、地価の下落や所得の減少など、外部環境の変化が人々の住み替え行動に影響を及ぼしている

ためと考えられる。それは、日本の経済成長率が大きく落ち込んだ 1994～1998年において持家世

帯における住み替えの低迷がみられたことでも確認できる。一方で、1999年以降再び住み替えが

活発化しつつあることも確認された。

推定された住み替え行動関数を用いて、世帯類型別に住み替え確率の推計を行い住み替え行動を

比較すると、若年世帯は借家から持家に住み替え、持家を取得した世帯については世帯変動が活発

な時期においては持家から持家に住み替え、高齢世帯はあまり住み替えないという傾向が浮かび上

がり、依然として住宅双六を観察することができる。

以上から、マクロ経済環境などによって住み替え行動は変化してきたが、住宅双六は引き続き維

持されていると考えることが出来る。ただし、将来的な世帯規模の縮小が予想され、さらに世帯変

動の少ない高齢世帯の増加が見込まれる中では、住宅双六は変化をせざるを得ないと考えられる。

本稿でみたように、家計の住み替えは世帯変動をきっかけとして生じており、世帯規模の縮小は住

み替えのきっかけそのものを消失させる可能性がある。人口動態の変化が今後の居住選択にどのよ

うに影響を与えるかについて、引き続き観察していくことが、今後の政策・制度設計を行う上で重

要であろう。

今後の課題としては、以下のことがあげられる。本稿では、平成 10 年データを用いた 1994～

1998年の間の住み替えが抑制されていることが示された。この時期は、経済成長率がマイナスに

落ち込むなど、外部環境が極めて住み替えに厳しい期間であるといえる。このような住み替えを抑

制するマクロ的な要因を特定することは、住宅政策の視点からも非常に興味深い。

また、今回の分析では居住地の条件として、23区内か 23区外かという分類を行った。この居住

地条件は、住宅の広さ、通勤・通学等の利便性、行政サービスの違いなど、さまざまな要因を包含
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する。家計がこれらの要因のうちどれを重視するか識別することは、興味深いテーマといえよう。

最後に、本稿では、IIA条件を緩和するために、分析にMixed Logitモデルを用いているが、選

択肢間の相関をみる Error Componentモデルのみにとどまっている。また、Mixed Logitの推定

結果は必ずしも満足のいくものではない。実際には、観測できない変数の影響により各変数の係数

も家計によって異なる可能性がある。このようなケースを取り扱う Random Coefficient モデルへ

の拡張は取り組むべき問題といえる。
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